
附 属 明 細 書
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除却費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累
計額の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期減損損失

建 物 58¶017¶781 17¶235¶044 ` 75¶252¶825 20¶963¶504 4¶620¶708 ` ` 54¶289¶321 注１

構 築 物 5¶140¶537 ` ` 5¶140¶537 5¶088¶483 57¶919 ` ` 52¶054

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内） 車両運搬具 17¶336¶757 16¶627¶992 2¶692¶197 31¶272¶552 13¶942¶096 2¶681¶336 ` ` 17¶330¶456 注１

工具器具備品 4¶194¶993¶687 161¶221¶109 1¶833¶371¶314 2¶522¶843¶482 2¶049¶299¶391 222¶063¶655 3¶928¶709 ` 469¶615¶382 注１

計 4¶275¶488¶762 195¶084¶145 1¶836¶063¶511 2¶634¶509¶396 2¶089¶293¶474 229¶423¶618 3¶928¶709 ` 541¶287¶213

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 1¶162¶743¶059 1¶162¶743¶059 `

]未収金 52¶237¶687 52¶237¶687 `

^未払金 (220¶754¶064) (220¶754¶064) (`)
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３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計
上しておりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、当事業年度末に在
職する役職員について、当事業年度末の退職給付見積額から前事業年度末の退職給付見積額を控除
した額から、退職者に係る前事業年度末の退職給付見積額を控除して計算しております。

(注１) 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
(注２) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
\ 現金及び預金、] 未収金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

^ 未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

【リース取引関係】
１．ファイナンス・リース取引
有形固定資産
主に研究業務等に使用する電子計算機（工具器具備品）であります。

２．オペレーティング・リース取引
該当事項はありません。

【資産除去債務関係】
当該事項はありません。
【重要な債務負担行為】
当事業年度までに契約締結を完了させましたが、実際の支出が翌期以降になる債務負担行為のうち、
重要なものは以下の通りです。
１．ＧＮＳＳ実験装置の製造及び調整 103¶425¶000円
２．ＧＡＳＴ`Ｄ研究用機上装置のソフトウェア製作 12¶411¶000円
【重要な後発事象】
該当事項はありません。
【その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報】
組織統合について
当法人が、独立行政法人土木研究所、独立行政法人建築研究所、独立行政法人海上技術安全研究
所及び独立行政法人港湾空港技術研究所と統合されることが決定されていた「独立行政法人の制度
及び組織の見直しの基本方針」（平成24年１月20日閣議決定）については、「平成25年度予算編成の基
本方針」（平成25年１月24日閣議決定）において、当面凍結となりました。
【減損関係】
該当事項はありません。

４．賞与引当金及び見積額の計上基準
賞与については財源措置がなされるため、賞与引当金は計上しておりません。
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、事業年度末に在職する役職
員について、当期末の支給見積額から前期末の支給見積額を控除して計算しております。
５．たな卸資産の評価基準及び評価方法
資産の種別に応じて、以下のとおりとしております。
貯蔵品 最終仕入原価法
未成受託研究支出金 個別法

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成25年３月末利回りを参考に0•560％で計算しております。

７．リース取引の処理方法
リース料総額が50万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法
に準じた会計処理によっております。
リース料総額が50万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。
８．消費税等の会計処理方法
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

【金融商品の時価等に関する事項】
１．金融商品の状況に関する事項
当法人の資金運用については短期的な預金に限定しており、主に運営費交付金により資金を調達
しております。
未収債権等は、会計規程等に沿って適正に管理しております。
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